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学 術

３歳児のう蝕罹患状態に対する
社会経済的要因の影響

大阪歯科大学　口腔衛生学講座
准教授　三宅　達郎

はじめに
　社会経済的要因（socio-economic status：SES）、
すなわち、就業状態、経済状態、家族形態、教育
水準、保健・医療状態、人口構造などの要因が、
全身の健康状態や死亡率に関連していることがよ
く知られている１）２）。また、その社会経済的要因
によって生じた格差が、健康格差につながってい
るという報告もある３）４）。さらに、最近では、ソー
シャルキャピタル（social capital：人々の協調行
動を活発にすることによって、社会の効率性を高
めることのできる信頼、規範、ネットワークといっ
た社会的仕組みの特徴）という社会経済的要因と
人々の健康との関連性についての研究も進められ
ている５）６）。
　歯科においても、従来から、社会経済的要因と
口腔保健状態との間に関連性のあることが指摘さ
れており、とくに、社会環境の影響を受けやすい
乳幼児および学童においては、その関連性が顕著
に現れると考えられてきた。たとえば、う蝕有病
状況と人種、収入、雇用状態との関連を見たイギ
リスにおけるHobdellの研究７）、教育水準、人口
規模との関連を見たアメリカにおけるPoultonの
研究８）、また、社会経済的要因の違いによってう
蝕病原菌であるS. mutansの口腔内の菌叢あるい
は菌数が異なるというSeibert ９）の報告などがあ
る。わが国においても、1980年から1990年にか
けて社会経済的要因と乳歯う蝕罹患状態との関連
性を検索した研究があり、乳歯う蝕罹患状態は、
都市化度（農村度）を表す第一次産業就業者比率
と関連することを報告している10） 11）。しかし、そ
の当時と比較して、社会経済的状態およびその地
域格差は大きく様変わりし、また、疾病構造もう
蝕の減少という大きな変化が生じている。
　 そ こ で、1995年、2000年、2005年、2008年 に

おける３歳児dmft指数の都道府県別う蝕マップ
を作成し、乳歯う蝕罹患状態の最近13年間の推移
を明らかにするとともに、地域相関研究の手法を
用いて、3歳児のう蝕罹患状態に関連性を持つ社
会経済的要因がどのように変化してきたのかにつ
いて検討した。

方　法
１）対象およびデータ
　まず、以下に示すデータを、厚生労働省、総務
省、内閣府が取りまとめた国家統計から都道府県
別に収集した。
⑴３歳児のう蝕罹患状態を表す変数　　　　　　
　①dmft指数：１人当たり乳歯う蝕経験歯数
⑵社会経済的状態を表す変数
　①第一次産業就業者比率（％）                
　②合計特殊出生率
　③一般世帯の平均人員（人）                   
　④完全失業率（％） 
　⑤県民所得（100万円単位）                             
　⑥貯蓄現在高（100万円単位） 
　⑦年間収入ジニ係数：所得格差の指数
　⑧高校卒業者進学率（％） 
　⑨保育園数（４歳以下人口100人当り件数）  
　⑩教育費割合（％） 
　⑪歯科診療所数（人口10万人当り件数）    
　⑫保健医療費割合（％） 
　⑬歯科衛生士数（人口10万人当り人数）
　⑭第二次産業就業者比率（％）　　　　　   
　⑮第三次産業就業者比率（％）                  
　⑯年少人口割合（％）                           
　⑰共働き世帯割合（％） 
　⑱中学校卒業者進学率（％）                 
　⑲資産額ジニ係数：資産格差の指数
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　⑳歯科医師数（人口10万人当り人数）
　しかし、⑭～⑳の変数は、VIF（分散拡大要因）
が10以上になり、多重共線性が疑われるため、変
数から除外した。したがって、実際に解析に用い
た変数は①～⑬の13項目で行った。

２）解析方法
⑴年度（1995年・2000年・2005年・2008年）ごとに、

都道府県別の３歳児dmft指数のデータからう
蝕マップを作成した。

⑵年度（1995年・2000年・2005年・2008年）ごとに、
３歳児dmft指数を目的変数、各社会経済的要

因を説明変数とし、変数減少法を用いて重回帰
分析を行った。

結果および考察
１）３歳児dmft指数を指標とした都道府県別う
蝕マップ

　年度（1995年・2000年・2005年・2008年）ごと
に、３歳児dmft指数を指標とした都道府県別う
蝕マップを示している（図１）。３歳児のdmft指数
は、1995年では2.16歯（1.31 ～ 4.23歯）、2000年では
1.52歯（1.00 ～ 2.85歯）、2005年では1.14歯（0.73 ～
2.33歯 ）、2008年 で は0.94歯（0.58 ～ 1.87歯 ） と

図１．３歳児dmft指数から作成したう蝕マップ
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年々減少し、かつ都道府県間の格差が小さくなっ
た。すなわち、３歳児dmft指数は全都道府県で
減少してきているが、その減少の程度は、1995年
においてう蝕の多かった都道府県の方が大きかっ
た。また、３歳児dmft指数は、いずれの年度に
おいても東北地方や九州地方などで大きな値を示
した。さまざまな国のデータから、う蝕は、都市
部に少なく、農村部に多いという報告がなされて
いる12）−14）。今回のう蝕マップの結果からも、そ
の傾向は十分現れているが、例外もいくつか存在
し、他の社会経済的要因が影響している可能性が
ある。では、他のどのような社会経済的要因がう
蝕の多寡に関連するのであろうか？ それを検討
するため、３歳児dmft指数を目的変数、各社会
経済的要因を説明変数とした重回帰分析を行っ
た。

２）３歳児dmft指数と関連をもつ社会経済的要
因（重回帰分析の結果）

　1995年では、３歳児dmft指数に対して、４項
目の説明変数が最終モデルに残り、その中で、「保
育園数」はう蝕を減少させる方向に、「第一次産
業就業者比率」、「一般世帯の平均人員」、「完全失
業率」はう蝕を増加させる方向に、それぞれ有意
に（ｐ＜0.05）関連していた（表１）。すなわち、「第
一次産業就業者比率」のような都市化度（農村度）
を表す社会経済的要因のほか、「一般世帯の平均
人員」のような家族形態、「完全失業率」のよう
な雇用状態、「保育園数」のような育児に関わる
要因が３歳児dmft指数と関連していた。

　2000年では、３歳児dmft指数に対して、４項
目の説明変数が最終モデルに残り、その中で、「貯
蓄現在高」はう蝕を減少させる方向に、「第一次
産業就業者比率」、「一般世帯の平均人員」、「完全
失業率」はう蝕を増加させる方向に、それぞれ有
意に（ｐ＜0.05）関連していた（表２）。すなわち、
2000年では、３歳児dmft指数と関連をもつ社会
経済的要因は、1995年と比較してほとんど変わら
なかったが、「保育園数」に代わって、家庭の経
済状態を表す「貯蓄現在高」が最終モデルに残っ
た。

　2005年では、３歳児dmft指数に対して、５項
目の説明変数が最終モデルに残り、その中で、「貯
蓄現在高」、「教育費割合」、「保育園数」、「歯科
診療所数」はう蝕を減少させる方向に、「第一次
産業就業者比率」はう蝕を増加させる方向に、そ
れぞれ有意に（ｐ＜0.05）関連していた（表３）。
すなわち、2005年では、再び「保育園数」や「教
育費割合」のような育児に関わる要因と新たに「歯
科診療所数」のような歯科医療の需給関係を表わ
す要因が最終モデルに残った。
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　2008年では、３歳児dmft指数に対して、２項
目の説明変数が最終モデルに残り、その中で、「貯
蓄現在高」はう蝕を減少させる方向に、「第一次
産業就業者比率」はう蝕を増加させる方向に、そ
れぞれ有意に（ｐ＜0.05）関連していた（表４）。

ある。しかし、今回の結果は、少なくとも、「歯
科医師が増えれば、dmft指数が増加する」といっ
たあらぬ疑いを否定するには十分なデータである
と言える。
　また、重回帰分析で得られた最終モデルの決定
係数は1995年では0.598、2000年では0.712、2005
年では0.705、2008年では0.672といずれの年度も
高い値を示した（なお、決定係数の最高値は１）。
決定係数とは、目的変数（３歳児dmft指数）を
説明変数（社会経済的要因）でどの程度説明でき
るかを表している。わが国では、欧米に比べて、
収入や教育水準など社会経済的要因の格差が比較
的小さく、さらに近年では、前述したとおり、３
歳児dmft指数の地域格差も小さくなってきてお
り、３歳児dmft指数と社会経済的要因との関連
性は現れにくいと考えられたが、両者の関連性は
依然として大きいことがわかった。このことは、
低う蝕罹患時代を迎えても、社会経済的要因を軽
視することができないことを示している。
　なお、この研究は、う蝕罹患状態および社会経
済的状態を都道府県の平均値で解析した結果であ
り、個人における関連性について解析したもので
ない。すなわち、う蝕と社会経済的要因との関連
は、地域単位での関連性を示したものである。
　また、それぞれの社会経済的要因は直接的にう
蝕の発生に関わるものではない。たとえば、「貯
蓄現在高」を単純に増加させればう蝕が減少する
というものではなく、「貯蓄現在高」という変数
に包含されたあるいは関連した多くの要因がう蝕
の発生に関わっていると読み取って頂きたい。

おわりに
　３歳児dmft指数に関連をもつ社会経済的要因
は年々変化してきており、今後も変化し続けると
考えられる。東日本大震災における被災者の方々
の健康を維持する上で重要視されたソーシャル
キャピタル、すなわち人と人とのつながり、ネッ
トワーク、人と社会との信頼感といった社会経済
的要因も、今後、口腔の健康と関連性をもつ可能
性がある。しかし、う蝕と関連をもつ社会経済的
要因がどんなに変化しても、変わらないことが一
つだけある。それは、口腔を健康に保つためには、
個人や家庭の努力だけでなく、地域や社会全体で
の取り組みが不可欠なことである。

　都市化度（農村度）を表す「第一次産業就業者
比率」は、いずれの年度においても最終モデルに
残っており、1995年～ 2008年の間、う蝕は都市
部で少なく、農村部に多いという傾向が続いた。
しかし、「第一次産業就業者比率」だけでなく、
家庭の経済状態を表す「貯蓄現在高」が、2000年
～ 2008年の間、最終モデルに残った。「県民所得」
ではなく、「貯蓄現在高」が最終モデルに残った
のは、単に収入が多いということだけでなく、心
のゆとりのようなものも、「貯蓄現在高」という
変数の中に包含しているからだと推察された。さ
らに、1995年では「保育園数」、また2005年では「保
育園数」および「教育費割合」といった育児の環
境や状況を表す変数が最終モデルに残った。乳幼
児の口腔内を見ればその子の育児状態がわかると
言われてきたほど、う蝕と育児とは密接な関係に
あり、乳歯う蝕と母親の初産年齢、子供の出生順
位および授乳状況などとの関連性を示す数多くの
研究が報告されてきた15）−17）。さらに、本研究から、
乳歯う蝕は、「保育園数」や「教育費割合」といっ
た育児と関わる社会経済的要因とも関連性を持っ
ていることがわかった。
　そして、2005年では、歯科医療の需給関係を表
す「歯科診療所数」も最終モデルに残った。この
ことは、歯科診療所数の増加が、う蝕の処置歯率
だけでなく、う蝕の発生抑制に役立っていること
を示している。低う蝕罹患時代となって、歯科診
療の内容が、治療だけでなく、予防へシフトして
きたからだとの解釈もできるが、このことを立証
するためには、さらに、さまざまな解析が必要で
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　最後になりましたが、この度の東日本大震災で
犠牲になられました方々に謹んで哀悼の意を捧げ
ますとともに、被災されました大阪歯科大学同窓
会員の先生方、ご家族の方々をはじめ、被災され
ましたすべての皆様に対しまして、心よりお見舞
い申し上げます。一日も早い復旧、復興を祈念致
しております。
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